
平成 28 年度経営事項審査申請要領正誤表 
 

「建設業法施行規則の一部を改正する省令」（平成28年５月９日付（国土交通省令第47号））により、経営規模等評価申請書（様式第二十五号の十一）の改定がありました。（法人番号記入欄の新設） 

これに伴い、平成28年度経営事項審査申請要領及び別冊（増補版）についても下記のとおり変更箇所がありますので、平成28年11月1日以降に経営事項審査を受審される方は、内容を十分確認の上、書類を作成してください。 
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  変更前 変更後 頁

11  

 提示書類 審査項目 注意事項 

 

     

  

 

 

 提示書類 審査項目 注意事項 

25 法人番号の確認書類 ― 
法人番号指定通知書（写）又は「国税庁法

人番号公表サイト」の法人番号が確認できる

箇所の写しを持参ください。 
 

14 ３．資本金額又は出資総額（項番０７） 
   申請日時点の資本金額等を記入してください。資本金額等に変更があった場合は、申請日までに変更届を提出

してください。 
 

３．法人又は個人の別（項番０７） 
   「資本金額又は出資総額」の欄は、申請日時点の資本金額等を記入してください。資本金額等に変更があっ

た場合は、申請日までに変更届を提出してください。（個人事業者は記入不要です。） 
   「法人番号」の欄は、国税庁から通知された「法人番号指定通知書」に記載されている法人番号（１３桁）を記

入してください。（国税庁ＨＰ「国税庁法人番号公表サイト」でも確認可能です。） 
  ※ 個人番号（マイナンバー）は記載しないでください。 
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43 
様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

平成　２８年　７月　８日　　　　　　　　

建設業法第27条の26第2項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第1項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 申請代理人

殿 申請者 代表取締役 印

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

25

園
25

1

1510

総 合 評 定 値 請 求 書
経営規模等評価再審査申立書

ガ 水 消絶
20

タ 鋼 筋

20

（

30

20

1

清
30

井

3 5

9 9 9

3 5

3

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

10 15

具塗 防 内 機ほ 板管
5 10 15

土 大建 しゆ左 と 屋 電 通

2

石

1 10 5 4 2 2－ －

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５ 2 1 1

郵 便 番 号 １ ４ 4 2 0－ 8 6 20 1 電 話 番 号

403523 25 30

9 － 6

10 15 20

主たる営業所の所在地 １ ３ 追 手 町

1

3 5

2 1 0

０

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

１
代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

２ 2

5

１ 静 岡

3

太 郎

3 5 10

ロ ウシ ズ オ カ タ１ ０

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

105 20

９ 静

3

株岡 建 設 （

40

８

23 25 30 35

カ ケ ン セ

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ シ

０

3

資 本 金 額
又 は 出 資 総 額

処 理 の 区 分

７

０

０ ６ 0

０ ４

0

2 8 年平成 3 月 3

申 請 等 の 区 分

1 日

3 5

0

3

０ ５

日年 月平成－ ） 号第
知事

般
知事 特

許可（
国土交通大臣

2
国土交通大臣
静岡県知事

許可 0－ ）第

9

11 15

3 5 10 11 15

月 2

日 年 月 日平成

2 日3 年 1 021 2 3 4 5 号 平成（
般
特

105

静岡県知事

地方整備局長
北海道開発局長

請求年月日項 番

－

静岡建設株式会社
静岡　太郎

行政書士　　行政　太郎　　　　　職印

静岡市葵区○○町○丁目○番○号

静岡市葵区追手町９番６号

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

20

月

10 153 5

０ １

3

平成 年

０ ２ コード 2
大臣
知事

０ ３
大臣

コード

1
5

3

法人又は個人の別00 , 0

）

, ,

5 10

02 （千円）

ツズ オ

）

解

13

15

（ ）1

２ ３

フリガナは濁点、半濁点を含み１カラムで記入

個人事業者は記入不要

姓と名の間は１カラム空ける

申請時に許可を受けている業種に、一般許可は「１」、特定許可は「２」を記入

審査を受ける業種に「９」を記入し、別紙一（工事種類別完成工事高）に全て書き出す。

市区町に続く町名街区以下を記入。「丁目」、「番」、「号」等は”－”（ハイフン）で記入

不要なものを消すこと

前回申請時の許可番号と異なる場合のみ記入（許可切
れ後、再度新規に許可を取得した場合や異なる行政庁
の許可を得ていた場合など）

許可を受けた年月日が複数ある場合は最も古いものを記入

市区町コード表よりコード番号を選択して記入

不要なものを消すこと

行政書士による代理申請の場合のみ記載。代理申請人と
なる行政書士の記名及び職印の押印が必要。

大臣許可は００、静岡県知事許可は２２を記入。不要なものは消す。

平成28年6月1日
解体工事業追加

 

様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

平成　２８年　１１月　１日　　　　　　　　

建設業法第27条の26第2項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第1項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 申請代理人

殿 申請者 代表取締役 印

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

14 15 20 254 5 10

2 0 0 0 07 8 94 5 61 2 3

）

解

20

40

3

15

（ ）1

）

, ,
（千円）

ツ

00 , 0 0

０ ３
大臣

コード

1
5

知事

０ ２ コード 2
大臣
知事

０ １

3

平成 年

3 5

０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

20

月

10 15

（用紙Ａ４）

２ ０ ０

静岡建設株式会社
静岡　太郎

行政書士　　行政　太郎　　　　　職印

静岡市葵区○○町○丁目○番○号

静岡市葵区追手町９番６号

－

静岡県知事

地方整備局長
北海道開発局長

請求年月日項 番

（
般
特

105

21 2 3 4 5 号 平成 2 日4 年 1 0

日 年 月 日平成

9

11 15

3 5 10 11 15

月 20－ ）第2
国土交通大臣
静岡県知事

許可

般
知事 特

許可（
国土交通大臣

平成－ ） 号第 日年 月

申 請 等 の 区 分

0 日

3 5

0

3

０ ５

6 月 3０ ４

0

2 8 年平成

０ ６ 0

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ シ

０

3

法 人 又 は 個 人 の 別

処 理 の 区 分

７

０

3 5 10 15

カ ケ ン セ８

23 25 30 35

ズ オ

９ 静

3

株岡 建 設 （

105 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

タ１ ０

3 5 10

ロ ウシ ズ オ カ

太 郎

２ 2

5

１ 静 岡

3

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

１
代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

０

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１ 1

3 5

2 1 0

10 15 20

主たる営業所の所在地 １ ３ 追 手 町

23 25 30

9 － 6

35 40

8 6 20 1 電 話 番 号 0 5 44 2 0 －郵 便 番 号 １ ４

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

2－ － 12

5 103

土 大建 左
15

と 屋 電石 タ 鋼 筋 舗管 塗 防 内 機

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

10 15

3 5

3 5

水 消 清
30

井 具

1 1

20

1

30

20

総 合 評 定 値 請 求 書
経営規模等評価再審査申立書

絶

（

ガ

20

しゆ

1510

通板

25

園
25

11 1

9

2 4

フリガナは濁点、半濁点を含み１カラムで記入

個人事業者は記入不要

姓と名の間は１カラム空ける

申請時に許可を受けている業種に、一般許可は「１」、特定許可は「２」を記入

審査を受ける業種に「９」を記入し、別紙一（工事種類別完成工事高）に全て書き出す。

市区町に続く町名街区以下を記入。「丁目」、「番」、「号」等は”－”（ハイフン）で記入

不要なものを消すこと

前回申請時の許可番号と異なる場合のみ記入（許可切
れ後、再度新規に許可を取得した場合や異なる行政庁
の許可を得ていた場合など）

許可を受けた年月日が複数ある場合は最も古いものを記入

市区町コード表よりコード番号を選択して記入

不要なものを消すこと

行政書士による代理申請の場合のみ記載。代理申請人と
なる行政書士の記名及び職印の押印が必要。

大臣許可は００、静岡県知事許可は２２を記入。不要なものは消す。

記入例

平成28年11月1日
法人番号欄追加

 

記 載 無 し 



10  ０  ７ 「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては資本金額 10 ０  ７ 「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては資本金

 2

46 

 を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 
 

額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 
「法人番号」の欄は、申請者が法人であって法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号

利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第２条第 15 条に規定する法人番号をいう。）の指定を受けた

ものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 

 

 

 

 
様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

地方整備局長
北海道開発局長
静岡県知事 殿 申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

25

（ ）

10

０

総 合 評 定 値 請 求 書

20

ガしゆ

20

タ 鋼 筋

（

30

15 203 5

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

3 5 10 15

具塗 防 内 機ほ 板管 水 消 清絶 通 園 井と 石 屋 電土 大建 左
3 5 10 15

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

－ 電 話 番 号郵 便 番 号 １ ４

23 25 30 35 40

10 15 20

主たる営業所の所在地 １ ３

5

3 5

3

１ ２

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

3 5 10

１ １

１ ０

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

105 20

０ ９

3

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

０ ８
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

資 本 金 額
又 は 出 資 総 額

5

3

０ ６処 理 の 区 分

７

年平成

3

０ ５

０ ４

申 請 等 の 区 分

日

3 5

月

号 平成 日年 月－ ）第
国土交通大臣

許可（
般

静岡県知事 特
大臣

コード
知事

10

国土交通大臣
静岡県知事

許可 － ）第

5 11 15

3 5 10 11 15

月

20

年 月 日 年 月 日 －

9

日年号 平成

15

（
般
特

項 番 請求年月日

印

２ ０ ０ ０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書
経営規模等評価再審査申立書

（用紙Ａ４）

平成　　　年　　　月　　　日　　　　　　　　

3

平成 平成

3 5 10

大臣
知事

０ １

コード０ ２

０ ３

法人又は個人の別
,

5 10

3

,,

13

（千円）

15

）

解
25 30

様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般

2.特定

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ １

15

40

地方整備局長
北海道開発局長

）（

解

印

項 番 請求年月日
3 5

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書
経営規模等評価再審査申立書
総 合 評 定 値 請 求 書

平成　　　年　　　月　　　日　　　　　　　　

9 10 15

年

知事 殿

日月

20

申 請 年 月 日 ０ １ 平成 平成 年 日 －

3 5 10 11

月

（
般申 請 時 の

許 可 番 号
０ ２

大臣
コード

国土交通大臣
許可 平成－ ）第 号

11 15

年 月

大臣
コード

日
知事 知事 特

3 5 10

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

０ ３
国土交通大臣

許可（
般

－ ）第 月号 平成 年

平成

日
知事 知事 特

3 5

審 査 基 準 日 ０ ４ 月 日

3

申 請 等 の 区 分 ０ ５

年

処 理 の 区 分 ０ ６

3

3

5

法 人 又 は 個 人 の 別 ０ ７
,

4

15

, ,
（千円）（ ）

3 5 10 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ８

23 25 30 35

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称 ０ ９

35 4023 25 30

3 5 10 15 20

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

１ ０

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

１ １

3 5 10

3 5

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１ ２

3 5 10 20

主たる営業所の所在地 １ ３

15

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

郵 便 番 号 １ ４ － 電 話 番 号

土 建 大 左 と 石 屋 電 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防
30

絶 通 園 井 具 水内 消 清
3 5 10 15 20 25

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

3 5 10 15 20 25 30

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

5 10 14 15 20 25

 100 

 102 
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8  
１．経営規模等評価申請書総合評定値請求書（様式第25号の11） 

  平成２８年度経営事項審査申請要領（Ｐ42～）参照 

※様式改正があります。改正後の様式で作成してください。 

 

項番15・16 解体工事業追加 

 

 

１．経営規模等評価申請書総合評定値請求書（様式第25号の11） 

  平成２８年度経営事項審査申請要領（Ｐ42～）参照 

※様式改正があります。改正後の様式で作成してください。 

 

項番07 法人番号追加 

項番15・16 解体工事業追加 
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様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

平成　２８年　１１月　１日　　　　　　　　

建設業法第27条の26第2項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第1項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 申請代理人

殿 申請者 代表取締役 印

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

14 15 20 254 5 10

2 0 0 0 07 8 94 5 61 2 3

）

解

20

40

3

15

（ ）1

）

, ,
（千円）

ツ

00 , 0 0

０ ３
大臣

コード

1
5

知事

０ ２ コード 2
大臣
知事

０ １

3

平成 年

3 5

０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

20

月

10 15

（用紙Ａ４）

２ ０ ０

静岡建設株式会社
静岡　太郎

行政書士　　行政　太郎　　　　　職印

静岡市葵区○○町○丁目○番○号

静岡市葵区追手町９番６号

－

静岡県知事

地方整備局長
北海道開発局長

請求年月日項 番

（
般
特

105

21 2 3 4 5 号 平成 2 日4 年 1 0

日 年 月 日平成

9

11 15

3 5 10 11 15

月 20－ ）第2
国土交通大臣
静岡県知事

許可

般
知事 特

許可（
国土交通大臣

平成－ ） 号第 日年 月

申 請 等 の 区 分

0 日

3 5

0

3

０ ５

6 月 3０ ４

0

2 8 年平成

０ ６ 0

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ シ

０

3

法 人 又 は 個 人 の 別

処 理 の 区 分

７

０

3 5 10 15

カ ケ ン セ８

23 25 30 35

ズ オ

９ 静

3

株岡 建 設 （

105 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

タ１ ０

3 5 10

ロ ウシ ズ オ カ

太 郎

２ 2

5

１ 静 岡

3

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

１
代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

０

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１ 1

3 5

2 1 0

10 15 20

主たる営業所の所在地 １ ３ 追 手 町

23 25 30

9 － 6

35 40

8 6 20 1 電 話 番 号 0 5 44 2 0 －郵 便 番 号 １ ４

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

2－ － 12

5 103

土 大建 左
15

と 屋 電石 タ 鋼 筋 舗管 塗 防 内 機

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

10 15

3 5

3 5

水 消 清
30

井 具

1 1

20

1

30

20

総 合 評 定 値 請 求 書
経営規模等評価再審査申立書

絶

（

ガ

20

しゆ

1510

通板

25

園
25

11 1

9

2 4

フリガナは濁点、半濁点を含み１カラムで記入

個人事業者は記入不要

姓と名の間は１カラム空ける

申請時に許可を受けている業種に、一般許可は「１」、特定許可は「２」を記入

審査を受ける業種に「９」を記入し、別紙一（工事種類別完成工事高）に全て書き出す。

市区町に続く町名街区以下を記入。「丁目」、「番」、「号」等は”－”（ハイフン）で記入

不要なものを消すこと

前回申請時の許可番号と異なる場合のみ記入（許可切
れ後、再度新規に許可を取得した場合や異なる行政庁
の許可を得ていた場合など）

許可を受けた年月日が複数ある場合は最も古いものを記入

市区町コード表よりコード番号を選択して記入

不要なものを消すこと

行政書士による代理申請の場合のみ記載。代理申請人と
なる行政書士の記名及び職印の押印が必要。

大臣許可は００、静岡県知事許可は２２を記入。不要なものは消す。

記入例

平成28年11月1日
法人番号欄追加
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ありません 。 
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９ 静
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フリガナ  は濁点 、 半濁  点を 含 み１カラムで記入 

個人事業者は記入不要 

姓 と 名 の間 は１カラム空ける 

申請  時に 許可 を 受 けている業種に、 一般許  可は 「 １ 」、 特定許  可は 「 ２」 を 記入 
審査 を 受 ける 業種 に 「 ９ 」 を 記入し、別紙一（工事種類別完成工事高 に ） 全て 書 き 出す 。 

市区町に続く町名街区以下 を 記入 。「 丁目 」、「番 」、「 号 」 等 は ” －” （ ハイフン ） で 記入 

不要 なもの  を消すこと 

前回申請 可番号と異なる 合 み 入 許
後 、 再度新規 に 許可 を 取得 した 場合 や異 なる 行政庁 

の 許可 を 得ていた 場合 など ） 時 の 許     場  の  記  （ 可切 
れ 

許可 を 受 けた 年月日 が 複数 ある 場合 は 最 も 古いものを記入

市区町 コード 表 よりコード番号を選択 して記入 

不要 なものを 消すこと 

行政書士 による 代理申請 の 場合 のみ 記載 。 代理申請人 と 
なる 行政書士 の 記名及 び 職印 の 押印 が必要 。 

大臣許可 は ００、 静岡県知事許可 は２２ を 記入 。 不要 なものは消す。  

平成 28年 6 月 1 日
解体工事業追加 


